
 

◎ 電波法 （昭和二十五年法律第百三十一号）（抄） 

 

（免許状） 

第十四条 総務大臣は、免許を与えたときは、免許状を交付する。 

２ 免許状には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 免許の年月日及び免許の番号 

二 免許人（無線局の免許を受けた者をいう。以下同じ。）の氏名又は名称及び住所 

三 無線局の種別 

四 無線局の目的（主たる目的及び従たる目的を有する無線局にあつては、その主従の

区別を含む。） 

五 通信の相手方及び通信事項 

六 無線設備の設置場所 

七 免許の有効期間 

八 識別信号 

九 電波の型式及び周波数 

十 空中線電力 

十一 運用許容時間 

３ 基幹放送局の免許状には、前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

一 前項各号（基幹放送のみをする無線局の免許状にあつては、第五号を除く。）に掲げ

る事項 

二 放送区域 

三 特定地上基幹放送局の免許状にあつては放送事項、認定基幹放送事業者（放送法第

二条第二十一号の認定基幹放送事業者をいう。以下同じ。）の地上基幹放送の業務の用

に供する無線局にあつてはその無線局に係る認定基幹放送事業者の氏名又は名称 

 

（無線局に関する情報の公表等） 

第二十五条 総務大臣は、無線局の免許又は第二十七条の十八第一項の登録（以下「免許

等」という。）をしたときは、総務省令で定める無線局を除き、その無線局の免許状に記

載された事項若しくは第二十七条の六第三項の規定により届け出られた事項（第十四条

第二項各号に掲げる事項に相当する事項に限る。）又は第二十七条の二十二第一項の登録

状に記載された事項若しくは第二十七条の三十一の規定により届け出られた事項（第二

十七条の二十二第二項に規定する事項に相当する事項に限る。）のうち総務省令で定める

ものをインターネットの利用その他の方法により公表する。 
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２ 前項の規定により公表する事項のほか、総務大臣は、自己の無線局の開設又は周波数の

変更をする場合その他総務省令で定める場合に必要とされる混信若しくはふくそうに関

する調査又は第二十七条の十二第二項第五号に規定する終了促進措置を行おうとする者

の求めに応じ、当該調査又は当該終了促進措置を行うために必要な限度において、当該

者に対し、無線局の無線設備の工事設計その他の無線局に関する事項に係る情報であつ

て総務省令で定めるものを提供することができる。 

３ 前項の規定に基づき情報の提供を受けた者は、当該情報を同項の調査又は終了促進措置

の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供してはならない。 

 

（電波の利用状況の調査等） 

第二十六条の二 総務大臣は、周波数割当計画の作成又は変更その他電波の有効利用に資す

る施策を総合的かつ計画的に推進するため、総務省令で定めるところにより、無線局の

数、無線局の行う無線通信の通信量、無線局の無線設備の使用の態様その他の電波の利

用状況を把握するために必要な事項として総務省令で定める事項の調査（以下この条に

おいて「利用状況調査」という。）を行うものとする。 

２ 総務大臣は、利用状況調査の結果に基づき、電波に関する技術の発達及び需要の動向、

周波数割当てに関する国際的動向その他の事情を勘案して、電波の有効利用の程度を評

価するものとする。 

３ 総務大臣は、利用状況調査を行つたとき、及び前項の規定により評価したときは、総務

省令で定めるところにより、その結果の概要を公表するものとする。 

４ 総務大臣は、第二項の評価の結果に基づき、周波数割当計画を作成し、又は変更しよう

とする場合において、必要があると認めるときは、総務省令で定めるところにより、当

該周波数割当計画の作成又は変更が免許人等に及ぼす技術的及び経済的な影響を調査す

ることができる。 

５ 総務大臣は、利用状況調査及び前項に規定する調査を行うため必要な限度において、免

許人等に対し、必要な事項について報告を求めることができる。 

 

（国等に対する適用除外） 

第百四条 国については第百三条及び次章の規定、独立行政法人通則法（平成十一年法律第

百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人（当該独立行政法人の業務の内容その他

の事情を勘案して政令で定めるものに限る。）については第百三条の規定は、適用しな

い。ただし、他の法律の規定により国とみなされたものについては、同条の規定の適用

があるものとする。 

２ この法律を国に適用する場合において「免許」又は「許可」とあるのは、「承認」と読

み替えるものとする。 

 ※ 第百三条（手数料の徴収）及び次章の規定（罰則）  



◎ 電波法施行規則 （昭和二十五年電波監理委員会規則第十四号）（抄） 

 

（公表する免許状記載事項等） 

第十一条 法第二十五条第一項の規定により、免許状に記載された事項若しくは法第二十七

条の六第三項の規定により届け出られた事項（法第十四条第二項各号に掲げる事項に相

当する事項に限る。）又は法第二十七条の二十二第一項の登録状に記載された事項若しく

は法第二十七条の三十一の規定により届け出られた事項（法第二十七条の二十二第二項

に規定する事項に相当する事項に限る。）（以下「免許状記載事項等」という。）のうち総

務大臣が公表するものは、次に掲げる事項以外のものとする。 

一 免許等の番号 

二 免許人等の個人の氏名（法人又は団体の名称の一部として用いられているものを除

く。）及び免許人等の住所 

二の二 地上基幹放送の業務の用に供する無線局に係る認定基幹放送事業者の個人の氏

名（法人又は団体の名称の一部として用いられているものを除く。） 

三 識別信号（通信の相手方に記載されているものを含む。）のうちの呼出名称 

２ 前項の規定にかかわらず、移動する無線局以外の無線局の無線設備の設置場所は、都道

府県名及び市区町村名を公表する。 

３ 第一項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる無線局の周波数は、当該無線局に指定さ

れている周波数が一ＧＨｚ以上のものについては、五〇〇ＭＨｚ未満の端数があるとき

はこれを切り捨てて、五〇〇ＭＨｚ以上一ＧＨｚ未満の端数があるときはこれを一ＧＨ

ｚに切り上げて公表し、当該無線局に指定されている周波数が一ＧＨｚ未満のものにつ

いては、五〇ＭＨｚ未満の端数があるときはこれを切り捨てて、五〇ＭＨｚ以上一〇〇

ＭＨｚ未満の端数があるときはこれを一〇〇ＭＨｚに切り上げて公表する。ただし、当

該無線局に指定されている周波数が五〇ＭＨｚ未満のものについては、当該無線局の周

波数として、一〇〇ＭＨｚと公表する。 

一 新聞社及び当該新聞社に時事に関する事項を総合して伝達することを業とする通信

社が開設する無線局であつて、取材又は報道上必要な無線通信を行うことを目的とす

るもの 

二 基幹放送事業者又は基幹放送局提供事業者が開設する無線局であつて、放送事業の

円滑な遂行を図るための無線通信を行うことを目的とするもの（次条第十六号に該当

するものを除く。） 

三 有線電気通信設備を用いてテレビジョン放送の業務を行う者であつて、放送法第二

条第二十五号に規定する一般放送事業者又は有線電気通信法（昭和二十八年法律第九

十六号）第三条第一項及び第二項の届出をした者が、当該放送の業務の円滑な遂行を

図るために開設するもの 



四 放送法第二条第三号に規定する一般放送の業務を行う者が、一般放送の業務の円滑

な遂行を図るために開設するもの（前号に該当するもの、エリア放送の業務を行う者

が開設するもの及び有線電気通信設備を用いてラジオ放送の業務を行う者が開設する

ものを除く。） 

４ 第一項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる無線局の周波数は、当該無線局に指定さ

れている周波数が五〇〇ＭＨｚ以下のものについては、五〇ＭＨｚ未満の端数があるとき

はこれを切り捨てて、五〇ＭＨｚ以上一〇〇ＭＨｚ未満の端数があるときはこれを一〇〇

ＭＨｚに切り上げて公表する。ただし、当該無線局に指定されている周波数が五〇ＭＨｚ

未満のものについては、当該無線局の周波数として、一〇〇ＭＨｚと公表する。 

一 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第三条第一項の規定により鉄道事業の

許可を受けた者が開設する無線局であつて、鉄道用の客車及び貨車の安全かつ円滑な

運行を確保することを目的とするもの 

二 軌道法（大正十年法律第七十六号）第三条の規定により特許を受けた軌道経営者が

開設する無線局であつて、軌道用の客車及び貨車の安全かつ円滑な運行を確保するこ

とを目的とするもの 

三 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第三条第一項の規定により電気事業の

許可を受けた者又は同法第十六条の二第一項の規定により特定規模電気事業の届出を

した者が開設する無線局であつて、給電指令又は電気工作物の建設工事若しくは保安

の確保上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

四 ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第三条の規定により一般ガス事業の許

可を受けた者、同法第三十七条の二の規定により簡易ガス事業の許可を受けた者又は

同法第三十七条の七の二第一項の規定によりガス導管事業の届出をした者が開設する

無線局であつて、ガス供給指令又はガス工作物の建設工事若しくは保安の確保上必要

な無線通信を行うことを目的とするもの 

五 電気通信業務を行う無線局であつて、前各号に規定する者の、それぞれ当該各号に

規定する目的の遂行に必要な電気通信役務を提供するためのもの 

 

（免許状記載事項等を公表しない無線局） 

第十一条の二 法第二十五条第一項の総務省令で定める無線局は、次に掲げるもの（第十条

の二第二号から第五号までに掲げる無線局、非常局及び特別業務の局を除く。）とする。 

一 警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）第二条第一項に規定する警察の責務の遂

行上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

二 自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第三条に規定する自衛隊の任務の遂行

上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

三 検察庁法（昭和二十二年法律第六十一号）第四条に規定する検察官の職務の遂行上

必要な無線通信を行うことを目的とするもの 



四 外務省設置法（平成十一年法律第九十四号）第三条に規定する外務省の任務の遂行

上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

五 海上保安庁法（昭和二十三年法律第二十八号）第二条第一項に規定する海上保安庁

の任務の遂行上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

六 国及び地方公共団体相互間において消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六

号）第一条に規定する任務の遂行上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

七 国、地方公共団体又はその他の団体が開設する無線局であつて、水防法（昭和二十

四年法律第百九十三号）、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）又は災害対策基本

法（昭和三十六年法律第二百二十三号）の規定に基づく水防事務又は道路事務の用に

供するもの 

八 国、地方公共団体又はその他の団体が開設する無線局であつて、災害対策基本法そ

の他の法令に基づき防災上必要な無線通信を行うことを目的とするもの 

九 国、地方公共団体又はその他の団体が開設する無線局であつて、別表第二号の二で

定めるもの 

十 地方公共団体が開設する無線局であつて、都道府県知事又は消防組織法第九条（同

法第二十八条において準用する場合を含む。）の規定により設けられる消防の機関が

消防事務の用に供するもの 

十一 一般社団法人又は一般財団法人が開設する無線局であつて、警察官署又は消防官

署に対し犯罪又は火災の発生等人命及び財産の応急を通報し、その救援を受けるため

の無線通信を行うことを目的とするもの 

十二 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第三条に規定する一般貨物自

動車運送事業の許可を受けた者、同法第三十五条に規定する特定貨物自動車運送事業

の許可を受けた者、同法第三十六条に規定する貨物軽自動車運送事業の届出をした

者、貨物利用運送事業法（平成元年法律第八十二号）第三条第一項に規定する第一種

貨物利用運送事業の登録を受けた者又は同法第二十条に規定する第二種貨物利用運送

事業の許可を受けた者が開設する無線局であつて、現金、有価証券その他これに類す

るものを運送する業務の用に供するもの 

十三 警備業法（昭和四十七年法律第百十七号）第二条第三項に規定する警備業者が開

設する無線局であつて、警備業務の用に供するもの 

十四 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第五項に規定する航空保安施

設によつて航空機の航行の援助又は航空交通の安全上必要な無線通信を行うことを目

的とするもの 

十五 航空機製造事業法（昭和二十七年法律第二百三十七号）第二条の二の規定によ

り、航空機の製造又は修理事業について、経済産業大臣の許可を受けた者が、その事

業又は業務の安全かつ円滑な遂行を図るために開設するもの 



十六 人工衛星、宇宙物体又はロケットの位置及び姿勢を制御するための無線通信を行

うことを目的とするもの 

十七 大使館、公使館又は領事館の公用に供する無線局 

十八 前各号に掲げる無線局と同様の無線通信の態様を行い、かつ、同様の目的を有す

る無線局であつて、特に総務大臣が免許状記載事項等を公表することが適当でないと

認めるもの 

 

別表第二号の二 免許状記載事項等を公表しない無線局（第１１条の２第９号関係）  

１ 衆議院及び参議院の各事務局が、国会法（昭和２２年法律第７９号）第２８条第１項

に規定する事務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

２ 総務省が、総務省設置法（平成１１年法律第９１号）第３条第１項に規定する電波の

公平かつ能率的な利用の確保及び増進の円滑な遂行を図るために開設するもの 

３ 法務省が、法務省設置法（平成１１年法律第９３号）第４条第１２号から第１２号の

３まで及び第３２号に規定する事務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

４ 公安調査庁が、公安調査庁設置法（昭和２７年法律第２４１号）第３条に規定する任

務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

５ 財務省が、財務省設置法（平成１１年法律第９５号）第４条第２５号に規定する事務

の円滑な遂行を図るために開設するもの 

６ 国税庁が、財務省設置法第１９条に規定する任務の円滑な遂行を図るために開設する

もの 

７ 厚生労働省が、厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号）第４条第１項第１９

号、第３２号及び第４６号に規定する事務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

８ 農林水産省が、農林水産省設置法（平成１１年法律第９８号）第４条第２０号に規定

する事務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

９ 国又は地方公共団体が、漁業の指導監督（試験、調査及び練習を含む。）に関する業

務の円滑な遂行を図るために開設するもの 

  



◎ 電波の利用状況の調査等に関する省令（平成十四年総務省令第百十号）（抄） 

 

（利用状況調査に係る周波数帯） 

第三条 総務大臣は、おおむね三年を周期として、次に掲げる周波数帯ごとに、法第二十六

条の二第一項に規定する利用状況調査（以下「利用状況調査」という。）を行うものとす

る。 

一 七一四ＭＨｚ以下のもの 

二 七一四ＭＨｚを超え三・四ＧＨｚ以下のもの 

三 三・四ＧＨｚを超えるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、総務大臣は、次に掲げる周波数帯については、毎年、利用状

況調査を行うものとする。  

一 設備規則第三条第一号に規定する携帯無線通信を行う無線局の使用する周波数帯 

二 設備規則第三条第十号に規定する広帯域移動無線アクセスシステムの無線局が使用

する周波数帯のうち二、五四五ＭＨｚを超え二、五七五ＭＨｚ以下及び二、五九五Ｍ

Ｈｚを超え二、六四五ＭＨｚ以下のもの 

 

第四条 利用状況調査は、総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。以下同じ。）の管轄区

域ごと及び法第二十六条第一項に規定する周波数割当計画に記載されている割り当てる

ことが可能である周波数の範囲（以下「割当可能周波数帯」という。）ごとに行うものと

する。ただし、電波の有効利用の程度の評価を効果的に行うため必要があると認められ

るときは、この限りでない。 

 

（利用状況調査の調査事項等） 

第五条 免許を受けた無線局に係る法第二十六条の二第一項の総務省令で定める事項は、次

に掲げるものとする。 

一 免許人の数 

二 無線局の数 

三 無線局の目的及び用途 

四 無線設備の使用技術 

五 無線局の具体的な使用実態 

六 他の電気通信手段への代替可能性 

七 電波を有効利用するための計画 

八 使用周波数の移行計画 

２ 前項各号に規定する事項の調査は、次の各号に掲げる事項に応じ、それぞれ当該各号に

掲げる方法により行うものとする。 



一 前項第一号から第四号までに掲げる事項 法第百三条の二第四項第二号に規定する

総合無線局管理ファイルに記録されている情報の整理 

二 前項第五号から第八号までに掲げる事項 法第二十六条の二第五項の規定に基づき

免許人に対して報告を求める事項の収集 

３ 登録を受けた無線局に係る法第二十六条の二第一項の総務省令で定める事項は、登録人

の数及び登録局の数とし、その調査は、第二項第一号に定める方法により行うものとす

る。 

４ 免許及び登録を要しない無線局に係る法第二十六条の二第一項の総務省令で定める事項

は、別表の一の欄に掲げる区別ごとに同表の二の欄に定めるとおりとする。 

５ 別表の二の欄に規定する事項を調査する方法は、同欄に掲げる事項ごとに同表の三の欄

に定めるとおりとする。 

６ 総務大臣は、第二項、第三項及び前項に定める方法による調査を補完するものとして、

自ら行う電波の発射状況の調査結果を活用することができる。 

 

（臨時の利用状況調査） 

第六条 総務大臣は、必要があると認めるときは、第三条第一項又は第二項の期間の中間に

おいて、対象を限定して臨時の利用状況調査を行うことができる。 

２ 前項の利用状況調査を行うときは、対象となる割当可能周波数帯、地域その他の必要な

事項を当該調査を開始する日の一月以上前に告示するものとする。 

 

（利用状況調査及び評価の結果の概要の作成及び公表） 

第七条 法第二十六条の二第三項の規定により公表する利用状況調査及び評価の結果の概要

は、総合通信局の管轄区域ごとに、次に掲げるところにより作成するものとする。 

一 周波数の特性、電波の利用形態その他の事情を勘案して国民に分かりやすいものと

するよう適切な周波数帯等ごとに取りまとめること。 

二 利用状況調査の結果が数値で得られる第五条第一項及び第三項に定める事項につい

ては平均値を算定することその他適切な方法によって処理すること。 

三 前号において、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四

十二号）第五条に規定する不開示情報に配意すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、第三条第二項各号に掲げる周波数帯に係る利用状況調査及び

評価の結果の概要は、複数の総合通信局の管轄区域を一の区域として、前項各号に掲げる

ところにより作成することができる。 

３ 前二項の規定に基づき作成した利用状況調査及び評価の結果の概要は、インターネット

の利用により公表するほか、次に掲げる場所において公衆の閲覧に供するものとする。  

一 総務省総合通信基盤局 

二 総合通信局 



 

 

 

（法第二十六条の二第四項に規定する調査の方法） 

第八条 法第二十六条の二第四項に規定する調査を行うときは、次に掲げる事項を告示する

ものとする。 

一 調査期間 

二 調査の対象となる無線局及びその無線局に割り当てられている周波数 

三 無線設備の取得価格及び取得時期その他の調査事項 

四 調査方法 

五 その他調査を実施するために必要な事項  



◎ 自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号）（抄） 

 

（電波法の適用除外） 

第百十二条 電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）第百四条の規定にかかわらず、同法

の規定のうち、無線局の免許、登録及び検査並びに無線従事者に関するものは、自衛隊

がそのレーダー及び移動体の無線設備を使用する場合については、適用しない。 

２ 防衛大臣は、自衛隊がそのレーダー及び移動体の無線設備を使用する場合には、その使

用する周波数について、総務大臣の承認を受けなければならない。 

３ 自衛隊がそのレーダー及び移動体の無線設備を使用する場合には、前項に規定する周波

数の使用に関し、他の無線局の運用を阻害するような混信を防止するため、総務大臣が定

めるところに従うものとする。 

４ 防衛大臣は、無線通信の良好な運行を確保するため、自衛隊がそのレーダー及び移動体

の無線設備を使用する場合における無線局の開設及び検査並びに当該無線局で無線通信に

従事する者に関し必要な基準を定めなければならない。 

 

  



◎ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及

び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う電波法の特

例に関する法律 （昭和二十七年法律第百八号） 

 

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメ

リカ合衆国の軍隊がその用に供する無線局については、電波法（昭和二十五年法律第百三十

一号）の規定にかかわらず、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第

六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の定めると

ころによる。 
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